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1960年 9 月 『世界の貿易.1 (木下悦二・内田勝敏・山本優と共著)，三一書房，新書版， 283ぺ
ー一:/
1965年 7 月 『寡占経済と経済成長一一現代アメリカ資本主義の実証的研究.1，東洋経済新報
社， A5 版， xi + 272 + vii ページ
1977年 3 月 『多国籍企業と発展途上国.1 (尾崎彦朔と共編入東京大学出版会， A5 版， vii+ 
259ページ
1981年 3 月 『近代国際経済要覧.1 (宮崎犀ー・森田桐郎と共編)，東京大学出版会， B 5 版，
xii +260ページ
1983年 3 月 『現代世界経済と新興工業国.1 (山崎春成と共編)，東京大学出版会， A 5 版，
vii +290ページ
1983年 9 月 『マルクス経済学と世界経済一一木下悦二先生還暦記念論文集.1 (村岡俊三と共
編)，有斐閣， A 5 版， vii +366ページ
1987年 3 月 『アジア新工業化の展望.1 (編著) ，東京大学出版会， A 5 版， vii +343ページ
1988年 3 月 『現代世界経済と資本輸出.1 (編著) ，ミネルヴァ書房， A 5 版， xiv+322+xxi ぺ
ーン
1990年 9 月 『データ世界経済.1 (柳田侃・清水貞俊・森田桐郎と共編)，東京大学出版会， B 
5 版， xi +205ページ
1998年 1 月 『新版・世界経済一一市場経済のグローパル化.1 (柳田侃・尾上修悟と共編)，、
ネルウ'ァ書房， A 5 版， xvii + 369 + viii ページ
[論文]
1951年 1 月 戦後世界経済と民族=植民地問題，大阪市立大学経済研究所編『社会科学文献
解説』第 7 集， 日本評論社， pp. 52-67 
1953年11月 アメリカ資本主義とファシズム， w経済学雑誌.1 29巻 1 ・ 2 号，大阪市立大学経
済研究会， pp. 39-75 
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1954年 4 月 最近のアメリカにおける経済と政治 恐慌条件の成熟と階級矛盾の激化につ
いて， r経済学雑誌.1 30巻 3 ・ 4 号， pp.1-42 
10月 戦後資本主義世界の経済構造-2. 各国資本主義の現状，島恭彦・松井清・内
田穣吉編『経済学講座J 第 3 巻， í現代資本主義の経済と政治J，大月書店， pp. 
148-183 
1955年 3 月 アメリカの経済恐慌， r産業月報.1 30 ・ 31号，大阪市立大学商学部経営研究会，
pp. 10-26 
8 月 アメリカにおける右翼社会民主主義 その系譜と現状， r経済学雑誌.1 33巻 1 ・
2 号， pp. 181-213 
1957年 3 月 戦後アメリカの景気循環と景気政策，日本経済政策学会年報，第 5 集， r戦後各
国の経済政策の検討.1，勤草書房， pp. 11-53 
3 月 戦後アメリカにおける固定資本投資の変動について， r経済学雑誌.1 36巻 3 号，
pp.35-109. 
5 月 戦後景気循環の二，三の問題点一一1955年度研究成果の回顧と反省，大阪市立
大学経済研究所編『経済学文献解題. 1955.1, 日本評論論新社， pp. 44-50 
9 月 戦後アメリカ工業の発展一一1920年代との成長率の比較において， r世界経済評
論.1 40号，国際日本協会， pp. 82-89 
1958年 5 月 戦後アメリカにおける固定資本投資の資金源泉について とくに「内部金融」
の問題を中心として，大阪市立大学経済研究所報，第11集， r戦後景気循環と設
備投資.1， 日本評論新社， pp. 225-271 
12月 消費者金融一一戦後アメリカの現状分析，有沢広巳ほか編， r現代資本主義講座』
第 3 巻， í資本・金融・国家財政J，東洋経済新報社， pp. 239-316 
12月 アメリカにおける戦後景気循環の特質，世界経済研究所編『世界経済年報』第
9 集， 日本評論新社， pp. 219-249 
12月 「現代資本主義論争」を中心として(資本主義経済論)， r経済評論.1 7 巻14号
(臨時増刊) , 日本評論新社， pp. 117-125 
1959年 2 月 アメリカの景気回復と設備過剰問題， rアナリスト.1 5 巻 2 号，経済発展協会，
pp. 41-47 
8 月 戦後アメリカにおける企業利潤と固定資本投資，大阪市立大学経済研究所報，
第12集， r戦後景気循環の諸問題.1， 日本評論新社， pp. 309-359 
9 月 戦後米国経済の成長と循環一ーとくに市場構造の変化に関連して， r世界経済評
論.1 54号，世界経済評論社， pp. 10-19 
10月 戦後アメリカの資本輸出の特質， r経済評論.1 8 巻12号， pp. 9-26 
1960年 6 月 アメリカにおける金流出問題の背景， r研究と資料.1 11集，大阪市立大学経済研
1961年 4 月
9 月
究所， pp. 51-86 
ドル危機の根底にあるもの， w世界経済評諭j 5 巻 4 号， pp. 15-22 
戦後資本主義の成長とその特徴，赤松要ほか監修， w講座.国際経済』第 1 巻，
f現代世界経済論j，有斐閣， pp.46-62 
1962年 6 月 戦後世界資本主義の不均等発展， w経済評論j 11巻 6 号， pp.8-19 
11月 アメリカのEEC接近と日本の市場問題， rアナリスト j 8 巻 9 号， pp. 5-9 
1963年 2 月 独占資本主義の蓄積と再生産，宇佐美誠次郎ほか編『マルクス経済学講座』第
2 巻， f現代帝国主義論j，有斐閣， pp. 137-191 
4 月 アメリカにおける資本蓄積の長期的趨勢， r経済学雑誌j 48巻 4 号， pp.60-95. 
8 月 アメリカ独占体の海外進出一ーその特徴と問題点， r世界経済評論j 7 巻 8 号，
pp. 4-11 
11月 EEC におけるアメリカ資本， r経済評論j 12巻11号， pp. 106-120 
11月 シンポジウム fEEC第二段階の焦点を探る j (名和献三ほかと)， r経済評論J
12巻11号， pp. 72-94 
1964年 9 月 アメリカの後進国援助とその問題点，大阪市立大学経済研究所報，第15集， rア
ジアにおける国家資本主義の研究Ij， 日本評論社， pp. 123-155 
1965年 4 月 アメリカの後進国援助と南北問題， rエコノミスト j 43巻15号(春季別冊)， pp. 
50-56 
12月 アメリカ資本の対EEC進出一一EECの解明(6 ), r経済評論j 14巻13号， pp. 
84-97 
1966年 6 月 後進国の経済的自立と外国貿易，大阪市立大学経済研究所報，第16集， rアジア
における国家資本主義の研究IU ， 日本評論社， pp. 175-213 
1967年 1 月 アメリカ景気の転換点ーーその矛盾と 67年の展望， w経済評論j 16巻 1 号， pp. 
34-39 
3 月 アメリカにおける企業合併と独占構造，大阪市立大学経済研究所報，第17集，
『産業再編成と企業合併j ， 日本評論社， pp. 289-335 
5 月 アメリカの資本進出とその波紋，片山謙二編『現代資本主義と E E Cj，日本評
E命ネ士， pp. 211-237 
7 月 アメリカ航空宇宙産業の現状， r証券経済j 95号，大阪証券経済研究所， pp. 1-
18 
7 月 現代アメリカ資本主義の分配構造，名和統一教授還暦記念論文集『現代世界経
済と国際経済理論j ， 日本評論社， pp. 159-190 
9 月 戦後アメリカにおける企業合併運動の特質， r経済学雑誌j 57巻 3 号， pp. 20-60 
12月 Some Features of the Post-War Merger Movement in the United States , 
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Osa，初 City Universi.か Economic Review , No. 3, pp. 41-51 
1968年 1 月 低開発国の外国貿易と「南北問題j，尾崎彦朔編『低開発国政治経済論j，ミネ
ルヴァ書房， pp. 169-200 
2 月 独占段階における資本蓄積と景気循環，伊藤岱吉・小林義雄・加藤誠一編『工
業経済論j，有斐閣， pp.154-173 
3 月 ドル危機の本質と展望一一アメリカの国際収支に関連して， r世界経済評論j 12 
巻 3 号，世界経済研究協会， pp.4-12 
4 月 シンポジウム「金・ドル危機と世界経済の前途j (大内力，富塚文太郎，小宮隆
太郎と)， rエコノミスト j 46巻16号， pp. 34-77 
8 月 ドル危機とアメリカ経済， r経済学雑誌j 59巻 2 号， pp. 1-26 
8 月 ヴェトナム戦後のアメリカ経済， r経済評論j 17巻 9 号， pp. 42-55 
12月 Dollar Crisis and the United States &onomy , Osaka City University Ecoｭ
nomic Review , No. 4, pp. 1-22 
1969年 1 月 戦後アメリカ資本主義における資本蓄積と景気循環，小椋広勝編『現代資本主
義の循環と恐慌j，岩波書店， pp. 151-262 
2 月 ニクソンの志向する経済政策一一インフレ病に悩む米国経済， rエコノミスト』
47巻 6 号， pp. 52-59 
3 月 現代資本主義の成長政策とその限界，大阪市立大学経済研究所報，第19集， r経
済理論と経済分析j，日本評論社， pp. 133-150 
6 月 戦後アメリカ経済の成長構造とその国際的条件，日本地域開発センター編『日
本列島の将来像』上巻， í国際分業と日本経済j，至誠堂， pp. 51-68 
1970年 1 月 日米聞の競争条件は激化一一日米貿易・経済関係の進路， r貿易と関税j 18巻 1
号， 日本関税協会， pp.24-28 
2 月 世界景気の動向一一経済成長と物価騰貴の不可分性， r世界経済評論H4巻 2 号，
pp. 15-24 
8 月 インフレと景気後退の併存一一苦悩深めるアメリカ経済， rアジアj 5 巻 8 号，
アジア評論社， pp.31-39 
9 月 アメリカの企業合併とコングロマリット， r経済評論j 19巻 9 号， pp. 44-61 
1971年 4 月 国際資本移動の現段階， r証券経済学会年報j 第 6 号，証券経済学会， pp. 102-
139 
7 月 動揺する国際通貨体制， r証券資料』第100号，日本証券経済研究所， pp.3-16 ， 37-
66 
8 月 最近の国際通貨危機と円切上げ問題， r経済学雑誌j 65巻 2 号， pp.1-34 






19巻12号， pp. 18-23 
国際通貨調整と日本経済， r信用金庫.1 26巻 2 号，全国信用金庫協会， pp.10-15 
アメリカ巨大企業の対外進出と多国籍企業，大阪市立大学経済研究所報，第21
集， r企業集団と産業支配.1， 日本評論社， pp. 247-293 
10月 アメリカ新経済政策の一年とその評価， r世界経済評論.1 16巻10号， pp.46-53 
1973年 3 月 IMF=GATT 体制と発展途上国の挑戦，大阪市立大学経済研究所報，第22集，
『国際経済協力と護展途上国.1， 日本評論社， pp. 15-53 
5 月 戦後アメリカの経済政策とその国際的条件，日本経済政策学会年報，第21集，
『経済政策の国際比較.1，勤草書房， pp. 7-24 
12月 米国の国際収支改善は本物か一一不安残すニクソンの経済運営， rエコノミス
ト.1 51巻54号， pp. 24-29 
1974年 4 月 景気循環とインフレーション一一危磯からの脱出策の限界，木下悦二編『現代
の世界経済.1，有斐閣， pp. 235-266 
6 月 多国籍企業と世界市場一一アメリカ巨大企業についての実証分析， r経済学雑
誌.1 70巻 5 ・ 6 号， pp. 83-111 
11月 救援に手が回らない米国の事情一一世界経済の危機と構造， rエコノミスト.1 52
巻47号(臨時増刊)， pp.88-95 




所， pp. 203-242 
4 月 米国景気後退の現段階， rE S P.I 3 巻12号，経済企画協会， pp.52-49 
10月 多国籍企業の企業内国際取引と「国際振替価格j ， r経済学論究.1 29巻 2 号，関
西学院大学経済学研究会， pp. 49-71 
10月 多国籍企業におけるトランスファー・プライシングーーその論理と実態， r経済
学雑誌.1 73巻 4 号， pp.1-27 
10月 多国籍企業と世界貿易一一米国巨大企業とその在外子会社にかんする実証分析，
国際経済学会『国際経済.1 26号， r世界経済の混迷と再編成j，世界経済研究協
会， pp. 17-41 
10月 合同討論「世界経済の混迷と再編成 その現状分析と政策的視角j ， r国際経
済.1 26号， pp. 71-99 




4 月 企業史的研究と世界史的視点一一亀井報告へのコメント， r世界経済評論j 20巻
4 号， pp. 56-57 
1977年 3 月 多国籍企業と発展途上国一一序説，大阪市立大学経済研究所報，第26集， r多国
籍企業と発展途上国j，東京大学出版会， pp.3-17 
3 月 多国籍企業の資本調達と国際的資本集中， r多国籍企業と発展途上国j ， pp. 19-
47 
7 月 EC とアメリカとの関係一一資本の相互進出と貿易関係， r世界経済評論j 21巻
7 号， pp. 24-32 
9 月 EEC とアメリカの経済関係 資本の相互交流を中心に，片山謙二編 rE C 
の発展と欧州統合j ， 日本評論社， pp. 160-180 
1978年 1 月 発展途上国と多国籍企業一一新段階における南北問題の若干の展望， r世界経済
評論j 22巻 1 号， pp.31-38 
7 月 現代インフレションーーその特質と発現機構，川合一郎編『現代信用論j (上) , 
有斐閣， pp. 129-146 
9 月 1970年代における国際証券投資， r季刊経済研究j 1 巻 1 号，大阪市立大学経済
研究会， pp. 107-125 
12月 アメリカ経済と多国籍企業，片山謙二編『セミナ一世界経済の常識j，日本評論
ネ土， pp. 113-138 
1979年 1 月 1970年代における国際証券投資， r証研資料j 146号，日本証券経済研究所， pp. 
1-40 
3 月 わが国の対外直接投資一ーその現状と展望，大阪市立大学経済研究所報，第28
集， r産業構造の転換と日本経済j，東京大学出版会， pp. 273-300 
5 月 70年代の国際証券投資 アメリカ市場とユーロ市場を中心に， r証券経済学会
年報』第14号，証券経済学会， pp. 55-69 
1980年 6 月 1970年代における国際長期資本移動一一 1 MF  1国際収支統計」にもとづく分
析， r季刊経済研究j 3 巻 1 号， pp.1-22 
1981年 1 月 日本経済の“強さ"と労働運動の“弱さ"一一国際シンポジウム「世界資本主
義の危機と労働運動の課題」におけるマンデル報告に対するコメント， r社会主
義と労働運動j 5 巻 1 号，祉会主義理論政策センター， pp. 4-5 
4 月 現代資本主義における貿易と資本輸出の有機的関連を求めて一一第16回国際経
済研究会・総括， r世界経済評論j 26巻 4 号， pp. 48-51 
10月 アメリカ経済再生の条件， r経済セミナ-j 臨時増刊， 180年代日本経済の選択J ，




アメリカ系多国籍企業の現況-1977年センサスの分析， r季刊経済研究j 5 巻
1 号， pp. 1-25 
アメリカの景気後退とレーガン政策， r経済評論j 32巻 6 号， pp. 22-36 
世界貿易の構造的変化と新興工業国，大阪市立大学経済研究所報，第32集， r現
代世界経済と新興工業国j，東京大学出版会， pp. 27-56 




経済学と世界経済j，有斐閣， pp. 169-189 
9 月 アメリカ系多国籍企業の販売市場と貿易活動一一一1977年センサスの分析(2 ), 
『季刊経済研究j 6 巻 2 号， pp. 27-53 
10月 日・米・欧三極間貿易構造の実証的分析， r 日本EC学会年報j 第 3 号， í 日米
欧関係の総合的考察J，有斐閣， pp.1-25 ,72-81 
11月 アメリカ経済と平和一一レーガン軍拡政策の矛盾，日本平和学会『平和研究』
8 号，早稲田大学出版部， pp. 74-84 
11月 現代資本主義の成長メカニズムとスタグフレーション，木下悦二編『現代の世
界経済・新版j，有斐閣， pp. 189-228 
1984年 6 月 石油危機以後におけるアメリカ対外投資構造の変化， r季刊経済研究j 7 巻 1 号，
pp. 27-52 
1985年 2 月 「日米経済摩擦J とわが国の労働運動， r労働調査時報j 747号，労働調査研究
戸ifj-， pp.31-35 
3 月 アメリカをめぐる先進国間相互直接投資の現段階， r季刊経済研究j 7 巻 4 号，
pp. 3-30 
1986年 3 月 1980年代アメリカ国際収支構造と債務固化 レーガン政策のもたらしたもの，
『季刊経済研究j 8 巻 4 号， pp. 3-21 
12月 米国への投資と米国からの投資一一マクロ動向とその帰結， rエコノミック・レ
タ -j 6 号，東レ経営研究所， pp. 2-8 
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